
平成25年度　蒲郡市財務４表の概要

　

（単位：百万円）

(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(3)基金等

(1)資金

(2)未収金

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

7,823

資 産 合 計

2,530

982

192,621

資産の部

１　公共用資産

３　流動資産

(1)事業用資産

(2)インフラ資産

(3)繰延資産

２　投資等

37

5,307

518

12,938

150,163

114,723

3,137

連結普通

105,310

75,318

3,279

負 債 合 計

純資産の部

連結

(1)翌年度償還予定地方債

普通

142

613

(3)その他

２　流動負債

26,859 46,574

3,661 4,224

195

192,621 292,533

34,035 55,951

負債の部

１　固定負債

(1)地方債

(2)退職手当引当金

158,586 236,582

2,760 3,343

1,615(2)その他

21,044 114,772

純資産合計

負債及び純資産合計

普通 連結

3,089

292,533

２　物にかかるコスト

(1)物件費・経費

(2)減価償却費

(3)維持補修費

経　常　費　用

(1)人件費

(2)退職手当引当金繰入等

１　人にかかるコスト

67,924

４　その他のコスト

(1)公債費(利払）

経　常　利　益

使用料手数料等

３　移転支出的なコスト

(1)他会計への支出

(2)補助金等

(3)社会保障給付

純経常行政コスト

（経常費用－経常収益）

5,955 10,723

△ 526 △ 419

5,341

4,552

445 918

1,248 2,709

323 650

2,323

19,215 36,608

1,829 78,164

1,829 78,164

1,383

期末純資産残高

地方税

純資産の減少

純経常行政費用

その他の減少

4,553

補助金

その他0

27,714

4,953

資産評価替・無償受入等

76

純資産の増加

財源調達

157,392

0

233,017

普通

期首純資産残高

1,598地方交付税

△ 19,215 △ 36,608

△ 990 △ 2,532

連結

158,586 236,582

14,772 14,772

２　公共資産整備収支

当期収支

期末資金残高

収入総額

13,291

13,044

1,598

地方債発行額

△ 2,606 △ 7,975

３　財務的収支 △ 1,292 575

（基礎的財政収支）

3,003 6,844

普通 連結

１　経常的収支 3,425 8,379

2,530 7,823

△ 473 979

期首資金残高

△ 1,825 △ 5,400

地方債元利償還額 3,106 4,713

26,305 173,154

支出総額 △ 26,778 △ 172,175

減債基金等増減

基礎的財政収支

614 △ 1,216

1,422 △ 924

蒲郡市幸田町衛生組合

蒲郡市土地開発公社

蒲郡港営施設株式会社

愛知県後期高齢者医療広域連

貸借対照表

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書

貸借対照表は、基準日時点における財政状態（資産、負債および純資産の残高）を表すものです。

資産は、将来の収益を生み出すために保有する財産を、負債は、将来、市が返済しなければならない債務を、純資産は従来

からの市の活動によって獲得された余剰（または欠損）の蓄積残高をいいます。

資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、それらの

行政サービスの対価としての使用料、手数料などの収入を表示した

ものです。

従来の現金主義会計のもとでは、把握できなかった減価償却費な

どの非現金コストについても計上しています。

経常費用合計から経常収益合計を差し引いたものが、当該年度

の純経常行政コストとして把握されます。

純資産変動計算書は、１年間に蒲郡市の純資産が、どのような財

源や要因で増減したかを明らかにするものです。

具体的には、貸借対照表の純資産の部を計算するものです。

純資産の増加は、現役世代が自らの負担によって将来世代も利

用可能な資源を蓄積したことを意味します。

１年間の現金の流れを示すものです。

現金の性質に応じて、経常的収支、資本的収支、財務的収支に

区分されており、どのような活動に資金を必要としているかを表し

たものです。

また、合わせて、基礎的財政収支（プライマリー・バランス）も表

します。

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計 後期高齢者医療事業特別会計

モーターボート競走事業特別会計 土地区画整理事業特別会計の一部

下水道事業特別会計 水道事業会計 病院事業会計

一般会計

土地区画整理事業特別会計の一部

公共用地対策事業特別会計

財務４表の連結範囲

普通会計

単体会計

連結会計

○市民１人当たりの資産と負債（平成２６年３月３１日現在人口：８１，６９３人）

資 産 普通会計 ２３６万円 連結 ３５８万円

負 債 普通会計 ４２万円 連結 ６８万円

○純資産比率

連結 ８０．９％ 普通 ８２．３％

※純資産比率・・・総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は、将来世代

の負担と考えることができることから、将来世代と過去の世代との負担割合を示すという

ことができます。純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図られているというこ

とがいえます。

平成２５年度における4つの財務書類（注）を国から示された「基準モデル」により普通会

計ベース及び関連団体を含めた連結会計ベースで作成しました。

（注）４つの財務書類

財務書類は、ストック（財産残高）を表す「①貸借対照表（バランスシート）」と、フロー経常

的な費用と収入）を表す「②行政コスト計算書」、「③純資産変動計算書」、「④資金収支計

算書」の４つで構成されています。

市の資産と負債の状況


